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中国税務 

国家税務総局が不動産業と建築

業の増値税改革試験に関する事

項の管理弁法を公布 
 

国家税務総局は 2016年 3月 31日に、不動産の譲渡、仕入税額の控除およびオ

ペレーティングリース、県（市、区）をまたがる建築サービスと不動産開発企

業が自ら開発した不動産プロジェクトの販売等の事項について、以下に挙げる

五つの管理弁法を公布した。 

 

1. 「納税者の不動産譲渡に係る増値税の徴収管理暫定弁法」（国家税務総

局公告 2016年第 14号、以下、14号公告） 

2. 「不動産の仕入税額の分割控除暫定弁法」（国家税務総局公告 2016年

第 15号、以下、15号公告） 

3. 「納税者の不動産のオペレーティングリースサービスの提供に係る増値

税の徴収管理暫定弁法」（国家税務総局公告 2016年第 16号、以下、16

号公告） 

4. 「納税者が県（市、区）をまたがって提供する建築サービスに係る増値

税の徴収管理暫定弁法」（国家税務総局公告 2016年第 17号、以下、17

号公告）  

5. 「不動産開発企業が自ら開発した不動産プロジェクトの販売に係る増値

税の徴収管理暫定弁法」（国家税務総局公告 2016年第 18号、以下、18

号公告）  

 

これらはいずれも 2016年 5月 1日から施行される。これらの暫定弁法では、

「営業税に代えて増値税を徴収する試験の全面的な実施に関する通知」（財税

[2016]36号、以下、36号通達）における不動産業と建築業に対する増値税政策

をまとめた上で、徴収管理に関する事項についても明らかにしている。その要

点は以下のとおりである。 

 

14号公告 – 不動産の譲渡 

 

 売上額（または予納額のベース）を差額計算する場合の証憑に関する要求- 

納税者が条件を満たす場合、代金総額および代金以外の費用から不動産の

購入原価または不動産取得時の価格を控除した後の残額をもって課税対象

の売上額（または予納額のベース）とすることができるが、その場合、合

法的かつ有効な証憑を取得しなければならない。そうでなければ、控除を

することはできない。ここでいう合法的かつ有効な証憑とは、次のものを

指す。 

 

 税務部門が監製するインボイス（発票） 

 法院の判決書、裁定書、調停書、および仲裁裁決書、公証債権文書 

 国家税務総局の規定するその他の証憑 

 

 税額計算 – 納税者が 5%の仮徴収率または徴収率によって予納税額を計算す

る場合、以下の公式を用いる。 
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全額を予納額のベースとする場合：  

予納税額 =代金総額および代金以外の費用/ (1+5%)×5% 

 

差額を予納額のベースとする場合： 

予納税額 = （代金総額および代金以外の費用–不動産の購入原価または不動産取得時の価格） /（ 1+5%）×5% 

 

不動産の所在地で予納した増値税は、当期の増値税の納付税額から差し引くことができ、差引きしきれない場合は、翌

期に繰り越して差引きすることができる。 

 

 発票の管理 – 小規模納税者が取得した不動産を譲渡し、自ら増値税発票を発行できない場合、不動産の所在地の所

轄地税機関に代理発行を申請することができる。納税者がその他の個人に取得した不動産を譲渡する場合、増値税

専用発票の発行または代理発行の申請をすることはできない。 

 

 徴税管理に関する罰則 – 不動産を譲渡する際、予納すべき月から 6か月を過ぎても不動産の所在地の所轄地税機関

で税額を予納していない場合、機構所在地の所轄国税機関は租税徴収管理法および関連規定に従って処理すること

ができる。 

 

 

15号公告 – 不動産の仕入税額の控除 

 

 適用範囲 – 36号通達で規定する、不動産の仕入税額を 2年間にわたって控除する政策（以下、2年控除政策）は、

2016年 5月 1日以降に取得し、かつ会計上、固定資産として計上した不動産、および 2016年 5月 1日以降に発生

した不動産の建設工事に適用される。但し、次のものは（取得または発生時期にかかわらず）含まれない。 

 

 不動産開発企業が自ら開発した不動産プロジェクト 

 ファイナンスリースによりリースした不動産 

 施工現場に建設した臨時的な建築物、構築物 

 

 仕入税額の範囲 – 15号公告によれば、2016年 5月 1日以降に物品および設計サービス、建築サービスを購入し、

以下のことに用いた場合、その仕入税額に対して 2年控除政策を適用することができる。 

 

 不動産の新築に用いた場合 

 不動産の改築、増築、修繕、装飾に用い、不動産の原価が 50%超増加する場合 

 

ここでいう購入物品とは、不動産の実体を構成する材料および設備を指し、建築装飾材料および給排水、暖房、衛

生、通風、照明、通信、ガス、消防、セントラル空调、エレベーター、電気、インテリジェントビル設備および付

帯施設を含む。 

 

また、2年控除政策を適用する仕入税額については、2016年 5月 1日以降に発行された合法的かつ有効な増値税控

除証憑を取得しなければならない。 

 

 控除時期 – 通常、2年控除政策を適用する仕入税額のうち、60%部分は控除証憑を取得した当期に控除し、40%部

分は控除待ち仕入税額に計上して、控除証憑を取得した当月から 13か月目に控除する。 

 

15号公告では、以下の特殊な状況における控除時期についても規定している。 

 

1) 購入時に既に仕入全額を全額控除した物品およびサービスを不動産の建築工事に転用した場合、控除済み

仕入税額の 40%部分は、転用した当期に仕入税額から減額し、転用した当月から 13か月目に売上税額か

ら控除する。 

2) 2年間の不動産の仕入税額控除期間に、当該不動産または建設工事を売却した場合、または税務登記の抹

消が生じた場合、まだ控除していない控除待ち仕入税額は、売却した当期あるいは清算した当期に売上税

額から控除することができる。 

 

 仕入税額の振替 – 既に仕入税額を控除した不動産に非正常損失が発生した場合、または用途を変更し、仕入税額を

控除できなくなった場合（例えば、専ら簡易課税方式が適用される課税項目、増値税免除項目、集団福利または個

人消費に用いることになった場合）、次の公式によって控除できない仕入税額を計算しなければならない。 

 

控除できない仕入税額＝（控除済み仕入税額＋控除待ち仕入税額）×不動産簿価率 

不動産簿価率 = （不動産簿価 / 不動産原価）×100% 

 

控除できない仕入税額が当該不動産の控除済み仕入税額を上回らない場合、用途を変更した当期に、控除できない

仕入税額を仕入税額から減額する（すなわち、仕入税額の振替）。控除できない仕入税額が当該不動産の控除済み

仕入税額を上回る場合は、仕入税額の振替を行うほか、当該不動産の控除待ち仕入税額を相応に減額する。 



 

不動産の建設工事に非正常損失が発生した場合、使用した購入物品、設計サービスおよび建築サービスに係る控除

済み仕入税額は、当期に全額の振替を行わなければならず、控除待ち仕入税額を控除することはできない。 

  

 会計計算および台帳管理 –  

 

 不動産の控除待ち仕入税額（すなわち、40%部分）は “未払税金—控除待ち仕入税額”科目に計上し、控

除可能となった当期に “未払税金—未払増値税（仕入税額）”科目に振り替える。異なる不動産および不

動産の建設工事について、納税者はそれぞれ控除待ち仕入税額を計算しなければならない。 

 納税者は不動産および不動産の建設工事の台帳を設置し、不動産および不動産の建設工事に係る原価、費

用、控除証憑および仕入税額の控除状況をそれぞれ記録、集計し、調査に備えて保管しなければならな

い。仕入税額の控除ができない項目（例えば、簡易課税方式が適用される課税項目、増値税免除項目、集

団福利または個人消費等）に用いられる不動産および不動産の建設工事についても、設置した台帳に記録

しなければならない。 

 

 徴収管理に関する罰則 – 納税者が関連規定に従って不動産および不動産の建設工事に係る仕入税額の控除を行わな

い場合、所轄国税機関は租税徴収管理法および関連規定に従って処理することができる。 

 

16号公告 – 不動産のオペレーティングリース 

 

 適用範囲 – 16号公告によれば、当該公告における関連規定は納税者が道路通行サービスを提供する場合には適用

されない。 

 

 納税地点 – 通常、納税者のリースする不動産の所在地が機構所在地と同一の県（市、区）にない場合、納税者は不

動産の所在地の所轄国税機関で税額を予納し、機構所在地の所轄国税機関で申告納税を行わなければならない。但

し、不動産の所在地と機構所在地が同一の県（市、区）にはないが、同一の直轄市または計画単列市にある場合、

当該直轄市または計画単列市の国家税務局が、不動産の所在地で税額を予納するか否かを決定する。 

 

 税額計算 – 税額を予納する必要がある場合、納税者は以下の公式によって予納税額を計算する。 

 

一般課税方式を適用する場合：予納税額＝税込み売上額/ （1+11%）× 3%  

簡易課税方式を適用する場合：予納税額＝税込み売上額/ （1+5%）× 5% または 1.5% 

   

不動産の所在地で予納した増値税は、当期の増値税の納付税額から差し引くことができ、差引きしきれない場合

は、翌期に繰り越して差引きすることができる。 

 

 納税時期 – 納税者が 16号公告に基づいて税額を予納する必要がある場合、賃貸料を取得した翌月の申告納税期間

または不動産の所在地の所轄国税機関が決定した納税期限までに税額を予納しなければならない。 

 

 発票の管理 - 小規模納税者である組織および個人経営者が不動産をリースし、自ら増値税発票を発行できない場

合、およびその他の個人が不動産をリースする場合、不動産の所在地の所轄税務機関に代理発行を申請することが

できる。納税者がその他の個人に不動産をリースする場合、増値税専用発票の発行または代理発行の申請をするこ

とはできない。 

 

 徴収管理に関する罰則 – 不動産をリースする際、予納すべき月から 6か月を過ぎても不動産の所在地の所轄国税機

関で税額を予納していない場合、機構所在地の所轄国税機関は租税徴収管理法および関連規定に従って処理するこ

とができる。 

 

17号公告 – 県（市、区）をまたがって提供する建築サービス 

 

 納税地点 – 通常、納税者が機構所在地以外の県（市、区）で建築サービスを提供する場合、17号公告の規定に従

って、建築サービスの発生地の所轄国税機関で税額を予納し、機構所在地の所轄国税機関で申告納税を行わなけれ

ばならない。但し、建築サービスの発生地と機構所在地が同一の県（市、区）にはないが、同一の直轄市または計

画単列市にある場合、当該直轄市または計画単列市の国家税務局が、17号公告に規定する方法を適用するか否かを

決定する。 

 

 売上額（または予納額のベース）を差額計算する場合の証憑に関する要求–納税者が条件を満たす場合、代金総額

および代金以外の費用から下請代金を控除した後の残額をもって課税対象の売上額（または予納額のベース）とす

ることができるが、その場合、合法的かつ有効な証憑を取得しなければならない。そうでなければ、控除をするこ

とはできない。ここでいう合法的かつ有効な証憑とは、次のものを指す。 

 

 下請業者から取得した、2016年 4月 30日以前に発行された建築業の営業税発票。この建築業の営業税発

票は 2016年 6月 30日まで予納税額の控除証憑とすることができる 



 下請業者から取得した、2016年 5月 1日以降に発行され、建築サービスの発生地のある県（市、区）、プ

ロジェクトの名称が備考欄に注記された増値税発票 

 国家税務総局の規定するその他の証憑 

 

 税額計算 –17号公告の規定に基づき、県（市、区）をまたがって建築サービスを提供する場合の予納税額の計算公

式は以下のとおりである。 

 

一般課税方式を適用する場合： 予納税額= （代金総額および代金以外の費用－支払った下請代金）/  

（1+11%）× 2% 

簡易課税方式を適用する場合： 予納税額= （代金総額および代金以外の費用－支払った下請代金）/  

（1+3%）×3%   

 

代金総額および代金以外の費用から支払った下請代金を控除した後の残額が負数となる場合、次の税額予納時まで

繰り越して控除することができる。 

 

納税者は工事プロジェクトごとにそれぞれ予納税額を計算し、予納しなければならない。 

 

建築サービスの発生地で予納した増値税は、当期の増値税の納付税額から差し引くことができ、差引きしきれない

場合は、翌期に繰り越して差引きすることができる。 

 

 予納台帳および資料管理 – 納税者が税額を予納する際、「増値税予納税額表」に記入するほか、発注者と締結した

建築契約の原本とコピー、下請業者と締結した下請契約の原本とコピー、下請業者から取得した発票の原本とコピ

ーも提出しなければならない。 

  

納税者はまた、予納税額台帳を自ら設置し、県（市、区）とプロジェクトを区分して、一件ずつ収入総額、支払っ

た下請代金、既に控除した下請代金、下請代金の発票番号、既に予納した税額およびその納税証番号等の内容を記

載し、調査に備えて保管しなければならない。 

 

 徴収管理に関する罰則 – 納税者が県（市、区）をまたがって建築サービスを提供する際、予納すべき月から 6か月

を過ぎても建築サービスの発生地の所轄国税機関で税額を予納していない場合、機構所在地の所轄国税機関は租税

徴収管理法および関連規定に従って処理することができる。 

 

18号公告 – 不動産開発企業が自ら開発した不動産プロジェクトの販売 

 

 適用範囲 – 18号公告は不動産開発企業が自ら開発した不動産プロジェクトの販売に適用される。“自ら開発す

る”とは、法により土地使用権を取得した土地の上にインフラストラクチャーおよび建物を建設することをいう。

不動産開発企業がまだ竣工していない不動産プロジェクトを引き継ぎ、引き続き開発した後、自己の名義で販売す

る場合も 18号公告が適用される。 

 

 売上額の差額計算 – 一般納税者である不動産開発企業が一般課税方式を適用する場合、代金総額および代金以外の

費用から当期に販売した不動産プロジェクトに対応する土地代金を控除して、売上額を計算することができる。そ

の計算公式は以下のとおりである。 

 

売上額 = （代金総額および代金以外の費用– 当期に控除できる土地代金）/ （1+11%） 

当期に控除できる土地代金 = （当期に販売した不動産プロジェクトの建築面積/ 不動産プロジェクトの販売可能な

建築面積）× 支払った土地代金 

 

上記の公式のうち、 

 

当期に販売した不動産プロジェクトの建築面積とは、当期に納税申告を行った増値税の売上額に対応する建築面積

を指す。 

 

不動産プロジェクトの販売可能な建築面積とは、不動産プロジェクトの販売が可能な総建築面積を指し、不動産プ

ロジェクトの販売時に単独で価格を設定しない付帯公共施設の建築面積を含まない。 

 

支払った土地代金とは、政府、土地管理部門あるいは政府の委託を受けて土地代金を受領する組織に直接支払った

土地代金を指し、省レベル以上の財政部門が監製する財政領収書を取得したものでなければならない。一般納税者

は土地代金の控除の状況について台帳を設置しなければならず、控除する土地代金は納税者が実際に支払った土地

代金を超えてはならない。 

 

 旧プロジェクトの不動産 – 簡易課税方式を選択適用できる旧プロジェクトの不動産について、18号公告では 36号

通達の下での定義を変更し、建築業における旧プロジェクトの建築工事の範囲に近づけている。変更後の旧プロジ

ェクトの不動産とは、次のものを指す。 



 

 「建築工事施工許可証」に記載された契約の着工日が 2016年 4月 30日以前の不動産プロジェクト 

 「建築工事施工許可証」に契約の着工日が記載されていないか、「建築工事施工許可証」を取得していな

いが、建築工事請負契約に記載された着工日が 2016年 4月 30日以前の建築工事プロジェクト 

 

 税額計算 – 36号通達の規定によれば、不動産開発企業が代金前受方式を採用して自ら開発した不動産プロジェク

トを販売する場合、前受金を受領した時に 3%の仮徴収率で計算した増値税を予納しなければならない。18号公告

ではその計算公式を明らかにしている。 

 

予納税額 = 前受金 /（1 +11%の 適用税率または 5%の徴収率）× 3% 

 

予納した増値税は、当期の増値税の納付税額から差し引くことができ、差引きしきれない場合は、翌期に繰り越し

て差引きすることができる。 

 

 納税時期 – 納税者が税額を予納する必要がある場合、前受金を受領した翌月の申告納税期間または所轄国税機関が

決定した納税期限までに税額を予納しなければならない。 

 

 仕入税額の区分 – 一般納税者が自ら開発した不動産プロジェクトを販売する際、仕入税額を控除できる不動産プロ

ジェクト（すなわち、一般課税方式を適用する不動産プロジェクト）と仕入税額を控除できない不動産プロジェク

ト（簡易課税方式を適用するか、増値税が免除される不動産プロジェクト）があるが、控除できない仕入税額を区

分できない場合、「建築工事施工許可証」に記載された“建設規模”に基づいて、以下の公式により区分する。 

 

控除できない仕入税額 = 当期における区分できないすべての仕入税額×（簡易課税、免税の不動産プロジェクトの

建設規模/ 不動産プロジェクトの総建設規模）  

 

 発票の管理 –  

 

 一般納税者が自ら開発した不動産プロジェクトを販売する場合、自ら増値税発票を発行する。 

 一般納税者および小規模納税者が自ら開発した不動産プロジェクトを販売する場合、2016年 4月 30日以

前に受領し、既に所轄地税機関で営業税を納付した前受金について、まだ営業税発票を発行していない場

合は、増値税普通発票を発行することができる。但し、増値税専用発票の発行または代理発行の申請をす

ることはできない。 

 納税者がその他の個人に自ら開発した不動産プロジェクトを販売する場合、増値税専用発票の発行または

代理発行の申請をすることはできない。 

 小規模納税者が自ら開発した不動産プロジェクトを販売する場合、自ら増値税普通発票を発行する。購入

者が増値税専用発票を必要とする場合、小規模納税者は所轄国税機関に代理発行を申請する。 

 

 徴収管理に関する罰則 – 不動産開発企業が自ら開発した不動産プロジェクトを販売したが、規定に従って税額を予

納または納付しない場合、所轄国税機関は租税徴収管理法および関連規定に従って処理することができる。 

 

 

コメント 

 

不動産の取得時点：今回公布された公告では、不動産を取得する方式には直接購入、受贈、投資の受入、自己建設およ

び債務の弁済等が含まれることを明らかにしているが、不動産の取得時点の判断に関する具体的な規定はない。取得時

点の判断は新旧不動産の区分をする上で重要な意味を持ち、納税者がある不動産について経過措置の選択適用ができる

か否かということに直接影響を与える。 

 

例えば、納税者が 2015年 11月 1日に不動産の購入契約を締結し、代金全額を支払い、2016年 3月 1日に不動産の鍵を

取得して実際に使用するようになり、2016年 7月 20日に不動産の所有権証を取得したとする。この場合、不動産の取

得時点は契約の締結日、実際の使用開始日、所有権証に記載された登記日のいずれになるのかということについて、 14

号公告では明確な答えが与えられていない。 

 

また、16号公告が転貸リースにも適用されるとした場合に、元々のオーナーが不動産を取得した日、リース契約を締結

した日、実際に不動産の使用権を取得した日のいずれが、転貸リースにおける各賃貸者にとっての不動産の取得時点と

なるのかについても明らかではない。 

 

例えば、A企業が 2016年 3月 10日に不動産を購入し、5月 20日に B企業にリースして、B企業は 5月 21日に当該不

動産をその他の企業に転貸したとする。A企業は 4月 30日以前に当該不動産を取得したことから、簡易課税方式と一般

課税方式のいずれかを選択適用できる。一方、B企業については、いつの時点で当該不動産を“取得”したと判断される

かにより、その税負担が異なる可能性がある。具体的には次のとおりである。 

 

1) もし B企業の不動産の取得時点を 3月 10日とするのであれば、B企業も A企業と同じように増値税の課税方式



を選択することができる。しかし、何段階もの転貸が行われる場合、元々のオーナーの不動産の取得時点をもっ

て各賃貸者の不動産の取得時点を判断することは、実務上難しい可能性がある。 

2) もし契約締結日である 5月 20日を B企業の不動産の取得時点とするのであれば、B企業は一般課税方式のみ適

用することができる。 

 

不動産に係る仕入税額の分割控除：15号公告では、不動産および不動産の建設工事に係る仕入税額の 2年控除政策の実

務上の取扱いについて規定している。不動産および不動産の建設工事に係る仕入税額は金額が大きいことから、当該政

策による税負担の低減効果は明らかであるが、その計算および控除の管理については厳格かつ複雑な規定が設けられて

いる。納税者は不動産、不動産の建設工事に係る仕入税額の控除に関する要求（例えば、台帳の設置等）についてよく

理解し、増値税改革試験の実施に伴うシステムの改造を行う際にも、これらの要求を考慮に入れる必要がある。 

 

増値税の予納制度：不動産業と建築業の業種の特徴に基づき、増値税改革試験においては、増値税の予納制度が導入さ

れた。予納制度の導入は、企業の全体の税負担には影響を与えないが、納税者のコンプライアンスコストと税務リスク

を高めることになる。14号、16号、17号公告によれば、納税者が予納すべき月から 6か月を過ぎても規定に従って税

額を予納しない場合、租税徴収管理法に基づいて処罰される（すなわち、税額の未納額または過少納付額の 50%から 5

倍の罰金を科される）可能性がある。よって、納税者は全体の税負担に注意を払うだけでなく、税額の予納義務を適時

に履行すべきことにも留意しなければならない。 

 

なお、特定の状況（例えば、納税者がリースする不動産の所在地と機構所在地が同一の直轄市または計画単列市にある

場合、または同一の直轄市または計画単列市の中で県（市、区）をまたがって建築サービスを提供する場合）において

は、直轄市または計画単列市の国家税務局が、予納の方法をとるか否かを決定する旨が関連の公告において規定されて

いる。よって、北京、天津、上海および重慶と計画単列市の納税者は、現地における関連の政策および実務の動向に留

意する必要がある。もし今後、これらの地域において、納税者の申請により予納制度を適用しないことができるなら

ば、納税者は税務コンプライアンスに係る作業を軽減することができる。  

  

発票および証憑の管理：今回公布された 14号、15号、16号および 18号公告においては、発票の発行に関する事項およ

び控除証憑の管理等についても規定している。例えば、小規模納税者が増値税専用発票を発行する必要がある場合、通

常は所轄税務機関に代理発行を申請する必要がある。また、販売対象がその他の個人である場合は、増値税専用発票の

発行または代理発行の申請をすることはできない。これらの規定は基本的に現行の増値税規定と一致するものである

が、新たに増値税の対象となる不動産業および建築業の納税者にとっては、増値税発票の管理は新しい事柄であるた

め、まず関連のリスクを意識することが重要といえる。 

 

一方、14号、17号および 18号公告では、売上額または予納額のベースを計算する際、代金総額および代金以外の費用

から特定項目を控除できる場合の、当該項目に係る証憑に関する要求についても規定している。納税者が売上額または

予納額のベースの計算において特定項目を控除しようとする場合には、要求に合致する証憑を取得する必要がある。 

 

全体として、今回公布された五つの公告は、不動産業および建築業の増値税の処理について明確にするものではある

が、実務においてはなお明らかにすべき事項が生じるだろう。増値税改革試験の実施後における税務コンプライアンス

を保証するために、納税者が今後出される政策および実務の動向に留意すること、税務機関および専門機関と密にコミ

ュニケーションを取ること、現行の政策に基づいて、会計計算システムの改造（例えば、不動産に係る仕入税額控除台

帳の設置等）に着手することを提案する。  
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